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地域型保育事業について

○ 子ども・子育て支援新制度では、教育・保育施設を対象とする施設型給付・委託費に加え、以下の
保育を市町村による認可事業（地域型保育事業）として、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保
育給付の対象とし、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとすることにしている。
◇小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）
◇家庭的保育（利用定員５人以下）
◇居宅訪問型保育
◇事業所内保育（主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供）

○ 事業主体は、国、都道府県以外の者

○ 地域型保育事業の認可に当たっては、青森市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を
定める条例で定める要件に適合しているとき等は認可をするものとされている。（なお、供給過剰な
場合に限り、例外的に認可をしないことができる。）

地域型保育事業
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平成２７年度における確保方策（東部・３号）について

（単位：人）

０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳 ０歳 １・２歳

213 469 213 469 213 469

②確保方策 157 415 145 365 148 381

154 399 145 365 145 365

3 16 0 0 3 16

▲ 56 ▲ 54 ▲ 68 ▲ 104 ▲ 65 ▲ 88

特定地域型保育事業

②－①

認可後（H27.7.1）の確保方策

①量の見込み

特定教育・保育施設(確認を受
けない幼稚園を含む。)

計画上の確保方策 現在（H27.4.1）の確保方策



保育所
小規模保育事業

Ａ型 Ｂ型 Ｃ型

利用定員 ２０人以上 ６人以上１９人以下 ６人以上１０人以下

利用年齢 ０～５歳児 ０～２歳児

職
員

職員数
０歳児 ３人につき、保育士１人
１・２歳児 ６人につき、保育士１人 保育所の配置基準＋１名

０～２歳児 ３人につき、保育士１人
（補助者を置く場合、５：２）

資格 保育士 保育士
１／２以上保育士

※保育士以外には研修
実施

家庭的保育者
※市町村長が行う研修を修了し
た保育士、保育士と同等以上の
知識及び経験を有すると市町村
が認める者

設
備
・
面
積

保育室
等

０歳・１歳児
乳児室 １人当たり３．３㎡
ほふく室 １人当たり３．３㎡

２歳以上児
保育室等 １人当たり１．９８㎡

０歳・１歳児
乳児室 １人当たり３．３㎡
ほふく室 １人当たり３．３㎡

２歳以上児
保育室等 １人当たり１．９８㎡

０歳・１歳児
乳児室 １人当たり３．３㎡
ほふく室 １人当たり３．３㎡

２歳以上児
保育室等 １人当たり３．３㎡

処
遇
等

給食
自園調理
調理室
調理員

自園調理（搬入施設からの搬入可）

調理設備
調理員（搬入施設から搬入する場合は置かないことができる）

連携施設 不要
必要（満３歳以上の児童に対して教育又は保育を継続的に提供するなどのため）

※経過措置で平成３１年度まで確保しないことができる
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保育所と小規模保育事業の相違点について
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１ 保育時間・利用定員（追加書類）
① 保育の時間：原則８時間
② 利用定員は、６人以上１９人以下

２ 設備（様式第１号・建築確認済証等）
① 調理設備、便所及び防火、避難、防犯等の必要な設備を設けること。

３ 職員（様式第３号）
① 保育士、嘱託医及び調理員を置くこと。
※搬入施設から食事を搬入する場合は調理員が不要

４ 欠格事由、人権への配慮等（様式第４号）
① 申請者及びその役員等が、欠格事由に該当しないこと。
② 利用乳幼児の人権に配慮するとともに、人格を尊重し、運営を行うこと。
③ 職員等が暴力団員等でないこと。
④ 利用乳幼児に対し、差別的な取扱いをしないこと。
⑤ 利用乳幼児に対し、虐待等を行わないこと。
⑥ 園長は、懲戒に係る権限を濫用しないこと。
⑦ 設備及び運営に関する事項を明らかにする帳簿書類を作成し、これを保存すること。

５ 職員配置（様式第５号）
保育士の数は、次の表の合計に１人を加えた数

小規模保育事業Ａ型の主な認可基準について

おおむね３人につき１人２ 満１歳未満の利用乳幼児

おおむね６人につき１人１ 満１歳以上満３歳未満の利用乳幼児

員 数利 用 乳 幼 児 の 区 分
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６ 保育室等の面積（様式第５号）
① 保育室又は遊戯室 満２歳以上の幼児数 × 1.98㎡
② 乳児室又はほふく室 満２歳未満の乳幼児数 × 3.3㎡

７ 屋外遊戯場（付近にある公園等の当該屋外遊戯場に代わるべき場所を含む）の面積（様式第５号）
① ２歳以上児の数 × 3.3㎡

８ 食事の提供の特例（様式第１０号）
次に掲げる要件を満たす場合、搬入施設から食事を搬入し、利用乳幼児に食事を提供することができる。
※調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えること。

① 当該家庭的保育事業者等の管理者が、業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との
契約内容が確保されていること。

② 当該家庭的保育事業所等又は他の施設等に属する栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が
受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。

③ 調理業務の受託者が、給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等調理業務を適切に遂行できる能力を有
する者であること。

④ 利用乳幼児の発達の段階並びに健康状態に応じた食事を提供するとともに、アレルギー疾患等への配慮等、
食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。

９ 研修の実施（様式第１１号）
① 職員に対し、資質の向上のための研修の機会を確保すること。

１０ 健康診断の実施（様式第１２号）
① 利用乳幼児に対し、利用開始時の健康診断、１年に２回以上の定期の健康診断及び臨時の健康診断を行うこ

と。
② 職員に対し、健康診断を行うこと。
③ 利用乳幼児の食事を調理する者（調乳に携わる者を含む。）に対し、１月に１回以上の検便を実施すること。
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１１ 措置及び対策に係る事項（衛生管理、食事の提供、虐待の防止、秘密保持、苦情対応）（様式第１３号）
① 事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等及び飲用に供する水について、衛生的に管理すること。
② 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うこと。
③ 利用乳幼児に対し、虐待等を行わないこと。
④ 職員は、知り得た秘密を漏らしてはならないこと。
⑤ 事業者は、職員又は職員であった者が知り得た秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じること。
⑥ 事業者は、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の措置を講じ、周知を図るとともに、苦情の内容を記録

すること。

１２ 医薬品の管理（様式第１４号）
① 事業者は利用乳幼児の疾病のまん延等を防止するために必要な医薬品等を備え、管理を適正に行うこと。

１３ 連携施設（連携施設協定書）
① 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必要な家庭的保育事業者等に

対する相談、助言等の支援を行うこと。
② 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提供することができない場

合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供する保育をいう。）を提供すること。
③ 保育の提供を受けていた利用乳幼児の保育の提供が終了した後も、保護者の希望に基づき、引き続き連携施

設で受け入れて教育又は保育を提供すること。
※経過措置で、平成３１年度まで確保しないことができる。

１４ 災害対策（避難訓練計画書等）
① 事業者は、１月に１回以上の避難訓練及び消火訓練を行うこと。
② 事業者は、非常災害が発生したときは、速やかに市及び関係団体に被害の状況等について連絡し、それらを記

録すること。
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１５ 設備及び職員を兼ねるときの基準（意見書）
① 事業所が他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、必要に応じ設備及び職員の一部を他の社会福祉施設

等の設備及び職員に兼ねさせることができる。
※組織が実質的に同一である関係においても、双方の教育・保育の実施において不都合がなければ、職員を兼

ねることについては差し支えない（国確認事項）。

１６ 運営規程（運営規程）
事業者は、①～⑪の重要事項に関する規程を定め、職員及び利用乳幼児の保護者等に周知すること。

① 事業の目的及び運営の方針
② 提供する保育の内容
③ 職員の職種、員数及び職務の内容
④ 保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日
⑤ 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額
⑥ 乳児、幼児の区分ごとの利用定員
⑦ 家庭的保育事業等の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項
⑧ 緊急時等における対応方法
⑨ 非常災害対策
⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項
⑪ その他家庭的保育事業等の運営に関する重要事項


